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1．はじめに

世界的に気候変動への危機意識が高まる中，国際海事機関（IMO：International Maritime Organization）
は2023年にGHG削減戦略を採択した。これにより，2050年頃までに国際海運のGHG排出量をネットゼロとす

ることが明確な目標として定められた。これを受け，アンモニアや水素といったカーボンフリー燃料に加え，

合成燃料（e-fuel）やバイオ燃料などのカーボンニュートラル燃料の導入を主軸とする多様な技術開発や施策が

進められている。しかしながら，これらの新燃料の導入のみに依存する場合，2050年頃までにネットゼロを達

成することは，時間的制約の観点から極めて困難であると指摘されている。一方，国際的な気候目標の達成に

関しては国際エネルギー機関（IEA：International Energy Agency）もまた，CCUS（Carbon Capture 
Utilization and Storage）なしでは目標の達成は実質的に不可能であるとの見解を示している1)。このため，海

運分野においても，供給が安定している既存の重油やLNGなどの燃料を利用しつつ，船上でのCO2回収・貯蔵

を実施することにより排出削減を図ろうとする機運が，近年高まりつつある。

2021年には，一般財団法人日本海事協会，川崎汽船株式会社（以下，川崎汽船），三菱造船株式会社（以下，

三菱造船）の三者による共同プロジェクト“CC-OCEAN”2)において，洋上で船舶の排ガスからアミン吸収液

を用いた化学吸収法でCO2を回収する実証試験が実施され，世界で初めて船上でのCO2の回収に成功した。この

成果を契機として，海運業界では船上CO2回収貯蔵装置の導入に対する関心が急速に高まり，現在では多様な

CO2回収貯蔵装置を搭載した船舶が登場している。2025年8月時点のClarksons Researchデータに基づき，世界

のCO2回収貯蔵装置の搭載隻数を図1に，レトロフィットによるCO2回収貯蔵装置搭載船の推移を図2に示す。

CO2回収貯蔵装置の搭載については，現時点ではレトロフィット船が大半を占めていることがわかる。一方，

近年では新造契約時点での搭載を検討するケースも増えており，今後は新造船への搭載事例も増加していくと

考えられる。

図1 世界のCO2回収貯蔵装置の搭載隻数（Clarksons Researchデータに基づく） 
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図2 レトロフィットによるCO2回収貯蔵装置搭載船の推移（Clarksons Researchデータに基づく） 

また，CO2回収貯蔵装置搭載船について，船種，船舶の推進方式及びDWT（載貨重量トン数）ごとの分布を

図3に示す。多少の違いはあるものの，様々なスペックの船に搭載されていることがわかる。 

  

 
図3 CO2回収貯蔵装置搭載船の分類別（船種，推進方式，DWT）割合（Clarksons Researchデータに基づく） 

このような船上CO2回収・貯蔵装置といった新技術の社会実装に向けた試みに対し，安全性の観点から指針

を示すため，本会はアミン吸収液を用いた化学吸収法を対象とする関連要件をまとめたガイドラインを，2023
年4月に発行した。その後，当該ガイドラインに基づく認証サービスの提供を通じて，社会実装の支援を継続的

に行っている。2024年4月には，Evergreenが所有するネオパナマックス型コンテナ船“EVER TOP”（パナマ

籍）に搭載されたCO2回収貯蔵装置により，実際の排ガスからCO2が回収され，陸上施設に陸揚げ，再利用され

た。また，本会は陸揚げされたCO2量を確認し，旗国であるパナマ海事庁の指導のもと，当該CO2量を本船の

CII（Carbon Intensity Indicator）評価における年間CO2排出量から控除した3)。これら一連の取り組みは，

GHG排出削減に向けた実運用の先駆けとなる世界初の事例であり，海事業界が目指すGHG排出量ネットゼロの

実現に向けた重要な一歩となった。 
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一方，IMOにおいてもCO2回収貯蔵装置を搭載し，排出されたCO2の回収・貯蔵によって回避される排出量

の適切な算定手順については，議論が継続して行われている4)。このような中でも，船上CO2回収技術は，化学

吸収法に加え，対象船や回収目標に応じて膜分離法など多様な方式へと広がりつつあり，技術の選択肢は増加

している。こうした技術的多様化に対応するため，2025年10月に膜分離法に関する規定を追加した改訂ガイド

ラインを発行した5)。 
本稿では，膜分離法によるCO2回収貯蔵技術の基本原理と，本会の発行する船上CO2回収貯蔵装置ガイドライ

ンの概要，そして2025年10月の改訂内容について説明する。 

2．膜分離法によるCO2分離・回収の基本原理 

2.1 膜分離によるCO2回収貯蔵装置の基本構成について 

膜分離によるCO2回収貯蔵装置の基本構成を図4に示す。各機器・ユニットで前処理した排ガスを分離膜にて

CO2を分離させ，液化・貯蔵する流れとなっている。 

 

 
図4 膜分離法によるCO2回収貯蔵装置の基本構成 

2.2 分離膜の性能について 

分離膜の性能はCO2透過性（permeance）とCO2選択性（selectivity）で表される。透過性は，溶解や拡散な

どの物質移動が絡み合っている現象であるものの，図5のように概ね動的分子径（分離膜の孔径の通過しやすさ

を見積もるための便宜的な代表長さ）による分離（分子ふるい）として理解することができる。ここで，エン

ジンから排出されるガスに関連する成分と，その動的分子径を表1に示す。H2OはCO2の動的分子径より小さい

ので，除湿が事前に必要であることがわかる。 
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図5 分子ふるいのイメージ 

表1 動的分子径の例 

 

表2に，各温度に対する透過性と選択性を示す。温度が上がるほど，CO2，O2，N2の透過性は高まる。これは，

図5のように実際には円筒型の穴ではなく，迷路のように穴が入り組んでいることに起因する。すなわち，分離

膜を突破するための運動エネルギーが必要となる。透過性は，分離膜のガスからより多くのCO2を回収するこ

とを検討する際に重要な要素となる。一方，選択性は，異なるガスの透過性との比であり，例えば，表2の

CO2/N2は「CO2の透過性/N2の透過性」を示す。この場合，温度が上昇するとCO2の透過性は高くなる一方，N2

の透過性もそれ以上に増加するため，選択性は温度上昇に対して低くなる。従って，温度において透過性と選

択性はトレードオフの関係にある。選択性は，回収したCO2の純度を考慮する際に重要な要素となる。 

表2 透過性と選択性の例 

 
※GPU（Gas Permeation Unit）: 透過性の指標 

𝑋𝑋 �  10�� � 𝑉𝑉 / �𝐴𝐴 �  𝑇𝑇 �  𝛥𝛥𝑆𝑆�   �1�𝑆𝑆� � 10�� 𝑐𝑐𝑐𝑐��𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆�
𝑐𝑐𝑐𝑐� � � � 𝑐𝑐𝑐𝑐��� 

𝑉𝑉： 標準状態に換算したガス体積（cm³(STP)） 
𝐴𝐴： 膜や試料の面積（cm²） 
𝑇𝑇： 透過に要する時間（s） 
𝛥𝛥𝛥𝛥：膜両側の圧力差（水銀柱換算の圧力，cmHg） 

また，分離膜装置によるCO2の回収性能を維持するためには，分離膜前後の圧力（CO2の分圧）差が重要とな

る。圧力差を生み出す方法としては，図4に示すように，分離膜の前段で気体をブーストブロアより昇圧する方

法と，分離膜の後段に真空ポンプを配置して減圧する方法の2種類がある。前者の場合，大量のガスを一括で圧

縮するため，圧縮に要するエネルギーが大きくなる。一方，後者では，減圧の対象が主に分離膜を透過した

分子名 分子量 動的分子径 (pm)
CO2 44 330
O2 32 346
N2 28 364

H2O 18 265
CH4 16 380
NH3 17 260
N2O 44 330

CO2 O2 N2 CO2/N2 CO2/O2

21 530 28 12 44 19
35 908 50 22 41 18
50 1,160 93 43 27 12

温度

(℃)
透過性 (GPU)※ 選択性
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CO2に限られるため，真空ポンプの駆動に必要なエネルギーは比較的小さい。ただし，真空ポンプによって十

分な圧力差を確保できない可能性があり，より多くのCO2を回収するには，分離膜の面積を増やす必要がある

と考えられる。 
2.3 分離膜の構造について 

CO2分離膜には主に平板膜（Flat sheet membrane）と中空糸膜（Hollow fiber membrane）の2種類の形態

があり，以下にそれぞれを説明する。 
2.3.1 平板膜の構造とモジュールについて 

平板膜は，薄いシート状に作られた平らな分離膜であり，分離膜の片側に圧力の高い排ガスを通過させ，排

ガス中のCO2が分離膜を透過して，圧力の低い反対側に移動・回収される構造となっている。分離膜自体は非

常に薄いため，一般的には強度を確保する目的で，図6に示すような三層構造が採用される。最下層の支持層は，

高い強度と通気性を兼ね備えた多孔性の構造であり，分離膜全体の機械的強度を担う。図6より分離層と支持層

の間には，一般的に「ガッター層」と呼ばれる中間層が設けられることが多い。ガッター層は，圧力差によっ

て分離膜が支持層の孔に押し込まれるのを防止する役割を果たしている。 

 
図6 平板膜の構造 

図7に示すように，平板膜を用いる場合には，膜面積密度を高めるため，透過前スペース，分離膜，透過後ス

ペースの順に積層するのが一般的である。分離膜を挟んで一方には圧力の高い排ガスが流れ，他方の圧力の低

い側にCO2が透過して分離・回収される仕組みである。 

 
図7 平板膜のモジュール構造 

また，平板膜を渦巻き状にして膜面積密度を向上させる設計もある。参考までに，MTR社6) 7)が考案したモ

ジュールを図8に示す＊1。渦巻き状の隙間にガスを流入し，軸の中心に分離したCO2を集める構造になっている。 

 
＊1 図8中の着色部分は著者によって追加した。 
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図8 平板膜を渦巻き状にしたモジュール 

2.3.2 中空糸膜の構造とモジュールについて 

中空糸膜は，中空糸の内孔（糸）に排ガスを通過させ，排ガスが糸を通過する間に排ガス中のCO2が糸の壁

膜を透過して回収される構造となっている（図9）。これをいくつかのラインに分け効果的にCO2を回収できる

ようなモジュールにするのが一般的である。 

 
図9 中空糸膜の構造とそのモジュール 
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3．船上CO2回収貯蔵装置ガイドラインの概要 

3.1 策定及び改訂の背景 

ガイドライン初版発行当初は，陸上で広く実績があり，技術的に成熟している化学吸収法をベースとして作

成された。現在においても，化学吸収法に基づくCO2回収システムが主流となっている。 
一方で，近年では船種，船のサイズ，使用燃料，運航地域などを考慮し，用途により適した他の回収方法を

試みる動きが多数見られるようになってきた。その中でも，膜分離法に対する関心が特に高まってきている。

陸上では，大規模な試験が実施されるようになり，実用化に向けた取り組みも加速している8)。様々な企業で膜

分離による船上CO2回収に関する検討が行われており，実装の拡大を見据えて，ガイドラインの改訂を行った。

改訂ガイドラインの表紙を図10に示す。 

 
図10 改訂ガイドラインの表紙 

3.2 船上CO2回収貯蔵装置ガイドラインの構成について 

本ガイドラインは全6章及び付録から構成される。ガイドラインの各タイトルとその概要を表3に示す。 

表3 ガイドラインの各タイトルとその概要 

 

3.3 改訂内容について 

今回の改訂で追加した膜分離法に関する要件はガイドライン第1章4節(1.4)及び第3章3節(3.3)の「膜分離法に

よるCO2回収貯蔵装置」である。ガイドラインの1.4では，膜分離法を用いたCO2回収貯蔵装置の基本的なシス

テム構成，各機器装置の機能及び分離膜の基本的な性能について説明している。また，ガイドラインの3.3では，

膜分離法を用いたCO2回収装置について主にリスク対策の要件を記載している。 

章 タイトル 概要

第1章 通則 適用範囲，用語定義，CO₂分離・回収の基本技術の概要，CO₂特性を記述。

第2章 機能要件 CO₂回収貯蔵装置の安全性，保守性，信頼性を確保するための要件を規定。

第3章 CO₂回収装置

関連設備

化学吸収法・膜分離法によるCO₂回収装置について，機能，材料，リスク評

価，構造，配置，制御，警報，復原性，電気設備，安全・保護具などに関する要件
を規定。

第4章 CO₂貯蔵装置

関連設備

CO₂貯蔵装置の機能，材料，リスク評価，貯蔵タンク，ポンプ，圧縮機，熱交

換器，復原性，構造・配置，通風，制御，安全・警報装置，ガス監視・検知装
置，保護具などに関する要件を規定。

第5章 船級符号への
付記

ガイドラインの規定を一部または全て満足する船舶への船級符号付記の取
り扱いを規定。

第6章 検査 第3・4章で規定した回収・貯蔵設備の製造中・製造後の検査要件を規定。

― 付録 化学吸収法の追加エネルギー消費と関連設備の寸法概算を記述。
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3.3.1 追加された機能要件について 

船舶に搭載されるCO2回収貯蔵装置関連設備の設計，構造及び運用について安全に配慮したものであるとす

るための要件が本ガイドラインに記載されている。今回，(1)から(4)の機能要件を新たに追加した。 
(1) フィルタユニットは，下流の機器保護に必要な除塵・脱塩機能を有するものとすること。 
(2) 除湿ユニットは，分離膜に必要な湿度が確保されるようにすること。 
(3) ブーストブロアは，分離膜に必要な圧力及び流量が供給できるものとすること。 
(4) ヒータは，分離膜に必要な温度が確保されるようにすること。 
3.3.2 追加されたリスク対策の要件 

本ガイドラインでは，CO2回収貯蔵装置の設置及び使用によって生じる人員，環境，船体の構造強度又は保

全性に対して，承認されたリスク分析手法を用いて評価することを規定している。 
膜分離法に関しては，次の(1)から(3)のリスクについて考慮しなければならない旨の要件を追加した。 

(1) ガスの漏洩 
(2) スクラバ以降の膜分離回収装置関連の故障 
(3) 膜の健全性 

また，上記以外にも，装置の仕様に応じて設計又は運用に起因するリスク評価を適切に行うことが望ましい。 

4．おわりに 

本会は，2025年10月に「船上CO2回収貯蔵装置ガイドライン第2.0版」を公表し，膜分離法に関する規定を追

加した。今後，本ガイドラインに定められていない新たな技術を用いたCO2回収貯蔵装置が実用化された際は，

ガイドラインの基本的な考え方に基づいて適宜審査することができる。また，当該装置に関する知見が蓄積さ

れ次第，ガイドラインを順次更新していく所存である。 
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